
 
 

一級建築士免許等に係る都道府県経由事務の廃止及び申請窓口等の一本化 
 

令和２年７月 16日  

神奈川県  
１ 現状 

 (1) 制度の概要 

    建築士法上、一級建築士の登録等の事務【別紙】や名簿を一般の閲覧に供する事務

は、国土交通大臣（以下、「大臣」）の事務 であるが、大臣が中央指定登録機関（以

下、「登録機関」）を指定した場合 は、一部の事務（以下、「指定外の事務」※）を除

き、登録機関に事務（以下、「登録機関の事務」）を行わせる ことができる。 
    また 指定外の事務については、都道府県を経由して書類を提出することが義務付

け られている。  
※ 指定外の事務 

①住所等の届出、②死亡等の届出、③免許の取消申請、④失踪宣告届の提出  
   
    
 
 
 
 
 
 
 
 
（※）実際は地方整備局に書類の受付等を委任している。 

 
 (2) 実際の制度の運用状況 

    現在、大臣は、（公社）日本建築士会連合会（以下、「連合会」）に登録機関の事務を

行わせている。連合会は、各都道府県に設置されている建築士会によって構成されて

おり、申請者等の書類提出窓口は各都道府県建築士会 になっている。（本県では（一

社）神奈川県建築士会（以下、「県士会」）が窓口） 
    本県では 申請者等の混乱を避けるため、指定外の事務の受付についても、登録機

関の事務を扱っている県士会に業務委託 し、一級建築士の登録等に関する 受付窓口

を一本化 している。 
 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

県士会(窓口) 

 

国土交通大臣へ

の申請・届出 

（指定外の事務） 
 

 

申請者等からの受付窓口を一本化 

神奈川県の運用状況 

県の委託先 
として受付 

登録機関の 
構成員として 

受付 

神奈川県(知事) 

 大臣への 
経由庁として 
確認・進達 

国土交通大臣 
（地方整備局） 

登録機関 
（連合会本部） 

登録機関への 

申請・届出 

(登録機関の事務) 

国土 
交通 
大臣
（※） 

都道
府県
経由 

(知事) 

国土交通 
大臣（※） 

都道 
府県 
経由 

(知事) 

登録機関 
（各建築士会 

が窓口） 

大臣が登録機関を指定しない場合 大臣が登録機関を指定した場合【現状】 

窓口が異なる 

国土交通大臣 

への申請・届出 

(指定外の事務) 

登録機関への 

申請・届出 

(登録機関の事務) 

国土交通

大臣への 

申請・届出 
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重点番号25：一級建築士免許等に係る都道府県経由事務の廃止及び申請窓口等の一本化（神奈川県）



２ 課題 

 (1) 現在生じている課題 

ア 都道府県経由事務としての課題 
    本県では、指定外の事務として年間４００～５００件程度を経由しているが、都道

府県では住所の届出等に関してもともと情報を把握していないため、実質的な確認は

できず、提出物の記入漏れ等の形式的な確認や地方整備局への送付といった 事務し

か行っていないにも関わらず、手続の手間が多く、負担感が大きい。また、これら

の届出等は速やかに処理されることが望ましいが、都道府県を 経由することにより

処理期間にロスが生じることとなるため、合理的ではないと考えられる。 
イ 窓口が分かれていることによる課題 

    制度上、登録機関の事務と指定外の事務で窓口が分かれているが、指定外の事務に

ついては、更に本県でも県士会に窓口業務を委託しているなど、都道府県間で窓口が

異なっている状況である。また、受付から処理完了までの期間や提出方法などについ

ても都道府県間で運用が異なっている状況にあり、一級建築士が転居等により様々な

住所地で届出等を行う際の混乱 に繋がっている。なお、本県の場合、窓口の一本化

を行うために、県士会への業務委託の費用負担が生じている。 
 

 (2) 大臣が自ら事務を行う際の懸念 
    登録機関が天災等により 業務継続困難となった等の場合 は、登録機関の事務を大

臣（地方整備局）が自ら行うこととなり、そのすべてが都道府県を経由する こととな

る。 
    この場合、都道府県にさらに多くの負担が生じ、処理期間の長期化や窓口の混乱が

生じることが懸念される。 
    また、一級建築士試験に関する事務も同様に、何らかの事由により中央指定試験機

関（（公財）建築技術教育普及センター）の事務を大臣（地方整備局）が自ら行うこと

となった場合には、試験の申込みは都道府県を経由することとなるため、全国の窓口

での混乱等が懸念される。 
 

３ 提案内容 

 (1) 建築士法における都道府県経由事務の廃止 

    一級建築士免許等及び一級建築士試験に係る 都道府県経由事務を廃止する。 
 (2) 一級建築士免許等事務の申請窓口等の一本化 

    一級建築士の免許等に係る事務のうち、現在指定外の事務となっているものについ

ても登録機関の事務とし、申請窓口等を制度上一本化する。 

  
４ 制度改正により期待される効果 

 (1) 都道府県の事務負担軽減と事務処理期間の短縮 

    経由事務が廃止されることで、都道府県の事務負担及び費用負担が解消 される。 
また、事務処理の期間が短縮 されることが期待される。 

  (2) 登録機関への一本化による申請者等の利便性の向上 

    一級建築士の登録等に係る事務が全て登録機関の事務となることで、受付窓口及び

提出方法の差異による混乱が解消されるなど、申請者等の利便性の向上 に繋がるこ

とが期待される。 

    
５ 関係する根拠法令 

 ・建築士法第 10条の３第１項及び第２項、第 10条の４、第 15条の７並びに第 36条 
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建築士法（昭和 25年 5月 24日法律第 202号） 【抜粋】 

 
（都道府県知事の経由） 

第 10条の３ 一級建築士の免許及びその取消し並びに登録の訂正及び抹消、構造設計一級

建築士証及び設備設計一級建築士証の交付並びに一級建築士免許証、構造設計一級建築士

証及び設備設計一級建築士証の書換え交付、再交付及び返納に関する国土交通大臣への書

類の提出並びに第５条の２第１項及び第２項並びに第８条の２の規定による国土交通大臣

への届出は、住所地の都道府県知事を経由して行わなければならない。 

２ 一級建築士の免許申請書の返却並びに一級建築士免許証、構造設計一級建築士証及び設

備設計一級建築士証の交付、書換え交付及び再交付に関する国土交通大臣の書類の交付

は、住所地の都道府県知事を経由して行うものとする。 

 

（中央指定登録機関の指定） 

第 10条の４ 国土交通大臣は、その指定する者（以下「中央指定登録機関」という。）に、

一級建築士の登録の実施に関する事務、一級建築士名簿を一般の閲覧に供する事務並びに

構造設計一級建築士証及び設備設計一級建築士証の交付の実施に関する事務（以下「一級

建築士登録等事務」という。）を行わせることができる。 

２ 中央指定登録機関の指定は、一級建築士登録等事務を行おうとする者の申請により行

う。 

 

（受験の申込み） 

第 15条の７ 一級建築士試験（中央指定試験機関が行うものを除く。）の受験の申込みは、

国土交通省令で定めるところにより、住所地の都道府県知事を経由して行わなければなら

ない。 

 

（事務の区分） 

第 36条 第 10条の３及び第 15条の７の規定により都道府県が処理することとされている

事務は、地方自治法第２条第９項第１号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 

 

100



【別紙】

概要 根拠条文
都道府県

経由の有無
書類の提出先
又は交付元

都道府県
経由の有無

書類の提出先
又は交付元

住所等の届出
法第５条の２第
１項・第２項

死亡等の届出 法第８条の２

免許の取消申請
法第９条第１項
第１号

失踪宣告の届出
規則第６条第４
項

免許の申請(※) 規則第１条の５

名簿登録事項の変更届
規則第４条第１
項

免許証の書換交付申請(※)
法第５条第３項
規則第４条の２
第１項・第２項

免許証の返納(※)

法第５条第４項
規則第５条第３
項、第６条第５
項

免許証の再交付申請(※)
規則第５条第１
項

免許申請書の返却
規則第２条第２
項

免許証の交付(※) 法第５条第２項

免許証の書換交付(※)
規則第４条の２
第３項

免許証の再交付(※)
規則第５条第２
項

※　構造設計一級建築士証又は設備設計一級建築士証についても、登録機関の事務として同様の手続きが定められている。

概要 根拠条文
都道府県

経由の有無
書類の提出先

都道府県
経由の有無

書類の提出先

一級建築士試験の受験
申込

法第15条の７ 経由なし
中央指定試験機関

（建築技術教育普及セ
ンター）

都道府県を
経由

国土交通大臣
（地方整備局）

一級建築士の試験に係る事務

国土交通大臣
（地方整備局）

一級建築士試験に係る事務

指定機関が事務を実施【現状】 大臣が自ら事務を行う場合

指
定
外
の
事
務

国土交通大臣
（地方整備局）

登
録
機
関
の
事
務

一級建築士の登録等の事務

中央指定登録機関
(日本建築士会連合会）

都道府県を経由

経由なし

指定機関が事務を実施【現状】

都道府県を
経由

大臣が自ら事務を行う場合一級建築士の登録等に係る事務
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令
和

2年
7月

16
日

提
案
団
体
：
石
川
県

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
の
申
請
等
に
係
る

押
印
文
書
の
電
子
化
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重点番号26：社会資本整備総合交付金の申請等に係る押印文書の電子化（石川県）



①
提
案
の
概
要

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
の
申
請
に
係
る
押
印
文
書
を
電
子
化
す
る
よ
う
見
直
し
を
求
め
る
も
の

市
町
村

都
道
府
県

地
方
整
備
局

鑑 文 書 以 外 の 申 請 書 類 は 電 子 デ ー タ で 提 出

鑑
文
書
（
押
印
）

郵
送

鑑
文
書
（
押
印
）

郵
送

受
付
・
承
認
・
提
出

受
付
・
承
認
・
提
出

申
請
・
策
定
・
提
出

到
着
し
た
鑑
文
書
（
押
印
）
を

確
認
し
て
受
付

鑑
文
書
に
つ
い
て
も

電
子
デ
ー
タ
で
提
出

提
案

【
現
状
】
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②
具
体
的
支
障
事
例

＜
各
種
申
請
＞

鑑
文
書
（
押
印
）

郵
送
（

1～
2日
）

鑑
文
書
（
押
印
）

郵
送
（

1～
2日
）

受
付
・
承
認
・
提
出

受
付
・
承
認
・
提
出

申
請
・
策
定
・
提
出

（
約

1,
60

0件
/年
）

鑑
文
書
（
押
印
）
の

到
着
ま
で
受
付
で
き
な
い

鑑
文
書
（
押
印
）
の

郵
送
の
手
間
が
か
か
る

現
行
制
度
の
問
題
点

※
）
今
年
度
は
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染

症
の
感
染
拡
大
防
止
の
た
め
の
対
応

と
し
て
、
押
印
の
な
い
鑑
文
書
の
電
子

メ
ー
ル
に
よ
る
提
出
と
、
押
印
し
た
鑑

文
書
の
後
日
郵
送
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。

（
参
考
資
料

3）

市
町
村

都
道
府
県

地
方
整
備
局

【
現
状
】
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③
制
度
改
正
の
効
果

鑑
文
書

電
子
送
付
（

0日
）

鑑
文
書

電
子
送
付
（

0日
）

受
付
・
承
認
・
提
出

受
付
・
承
認
・
提
出

申
請
・
策
定
・
提
出

＜
各
種
申
請
＞

鑑
文
書
（
押
印
）
を

電
子
デ
ー
タ
で
提
出

申
請
期
間
を
圧
迫
し
て
い
た

郵
送
期
間
が
削
減
さ
れ
る

現
行
制
度
の
改
善
案

市
町
村

都
道
府
県

地
方
整
備
局

・
鑑
文
書
到
着
ま
で
の
待
ち
時
間

解
消
に
よ
る
業
務
の
効
率
化

・
郵
送
の
取
止
め
に
よ
る

ペ
ー
パ
レ
ス
化

【
改
善
案
】
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